
4 　指定債務者の合意

Ⅰ　ケース概要
甲野銀行は、乙野次郎との取引の担保として、乙野次郎所有の土地および建物に共同根抵当権

の設定を受けていたが、乙野次郎の相続開始に伴い、相続人乙野三郎が相続開始時の債務を免責

的に引き受け、また当該根抵当権により相続人乙野三郎との取引により生じる債務も担保するこ

ととした。なお、抵当物件の所有権は乙野三郎が相続取得し、その旨の登記がなされている。

Ⅱ　書式作成上の留意点
①　元本の確定前、根抵当債務者に相続が開始した場合において、被相続人が設定していた根

抵当権をもって相続開始時の債務のほか、特定の相続人との取引により生じる債務も担保す

るための書式である。根抵当権および根抵当権設定者の合意により、指定債務者の合意に伴

う根抵当権変更の登記原因が生じる。

　　なお、指定債務者の合意に伴う根抵当権変更登記をするには、その前提として根抵当債務

者について相続が開始した旨の変更登記を要するところ、本書式では、この根抵当権変更契

約をもって、債務者に相続が開始したこと、および相続開始時の債務を負担する者（相続人

全員）ならびに当該債務につき免責的債務引受があった旨の登記原因についても確認するこ

ととしている。

②　元本の確定前、根抵当債務者に相続が開始した場合、根抵当権は相続開始時の債務のほ

か、根抵当権者と根抵当権設定者との合意により定めた相続人（指定債務者）が相続開始後

に負担する債務を担保するが、この合意について相続開始後 6カ月以内に登記をしないと、

担保すべき元本は相続開始時に確定したものとみなされる（民法第398条の 8第 2項・第 4

項）。なお、この合意について、後順位の抵当権者その他の第三者の承諾を得ることは要し

ない（民法第398条の 8第 3項・第398条の 4第 2項）。

③　本ケースは、債務者兼根抵当権設定者の例で記載しているが、書式としては、第三者担保

提供の場合にも使えるよう、根抵当権設定者の欄を設けている。

④　この合意は債務者の変更にほかならないから、根抵当権が共同担保である場合、根抵当権

が設定されているすべての不動産について変更登記をしないとその効力が生じない（民法第

398条の17第 1 項）。

⑤　この根抵当権変更契約証書とは別にⅤ登記原因証明情報（根抵当権変更）を作成し、登記

原因証明情報（不登法第61条）として登記所に提供することができる。

⑥　指定債務者の合意に伴う根抵当権変更登記は、根抵当権者が登記権利者となり、根抵当権

67 債務者の相続（指定債務者の合意）

書　　類 書類上の関係者

□  根抵当権変更契約証書 根抵当権者、債務者、根抵当権設定者

□  登記原因証明情報 根抵当権設定者

□  委任状（登記義務者用） 根抵当権設定者

□  委任状（登記権利者用） 根抵当権者

□  登記識別情報（登記済証） 根抵当権設定者

□  印鑑証明書 根抵当権設定者

□  会社法人等番号（注） 根抵当権者、根抵当権設定者

□  登録免許税
登記 1件当り不動産 1個につき1,000円（本件では、 3件の登
記を想定している）

設定者が登記義務者となって行い、登記原因および指定債務者をその登記事項とする。本書

式では、債務者に相続が開始したこと、および相続開始時の債務を負担する者（相続人全

員）ならびに当該債務につき免責的債務引受があった旨についても、同時に登記手続を行う

こととしている。

⑦　根抵当権設定者につき、所有権の取得に係る登記識別情報（登記済証）および印鑑証明書

が必要となる。なお、登記完了後は、双方に登記完了証が交付される（この変更登記につ

き、登記識別情報は通知されない）。

⑧　管轄登記所が複数となるケースでは、印鑑証明書およびⅤ登記原因証明情報（根抵当権変

更）は、登記所ごとに（複数）必要となる。当該申請のためにのみ作成したⅥ登記用委任状

も同様であり、これらは原本還付を受けることができないとされている。

Ⅲ　必要書類・費用一覧

（注）　不登令等の改正により、平成27年11月 2 日から、会社・法人の代表者等の資格を証する情報
の提供（添付）に代え、登記申請情報に商業登記法第 7条の会社法人等番号を記録または記載
することとなった。ただし、法人登記手続中となるなどの場合を考慮し、例外的に、作成後 1
か月以内の資格証明情報（登記事項証明書）を提供（添付）することも認められている。

（本件では、 3件の登

設定者が登記義務者となって行い、登記原因および指定債務者をその登記事項とする。本書
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作成したⅥ登記用委任状

も同様であり、これらは原本還付を受けることができないとされている。

人の代表者等の資格を証する情報
条の会社法人等番号を記録または記載

、例外的に、作成後 1
か月以内の資格証明情報（登記事項証明書）を提供（添付）することも認められている。

Ⅳ　根抵当権変更契約証書

根抵当権変更契約証書
（債務者の相続・相続債務の引受け・指定債務者の合意）（注 2）

平成　　年　　月　　日（注 3）

東京都◯区◯町一丁目 2番 3号

株 式 会 社 甲 野 銀 行　御中

住　所 東京都○区○町一丁目 1番 1号

債務者

根抵当権設定者 
乙 野 三 郎 　　　　　　　　　㊞（注 4）

住　所

根抵当権設定者

（注 5）

　株式会社甲野銀行（以下「銀行」といいます。）、債務者、および根抵当権設定者は、次の

とおり根抵当権変更契約を締結しました。

［ 根抵当権の表示 ］（注 6）

［ 債務者の相続の要項 ］（注 7）

（印紙）
（注 1）

1 . 登記 平成○年○月○日東京法務局○出張所受付第○号

2 . 物件 後記物件の表示記載のとおり

1 . 相続が開始した債務者
東京都○区○町一丁目 1番 1号
乙野次郎

2 . 相続年月日 平成○年○月○日

3 . 相続人

東京都○区○町一丁目 1番 1号
乙野花子
東京都○区○町一丁目 1番 1号
乙野三郎
東京都○区○町三丁目 3番 3号
乙野四郎

「留意点」「必要書類・費用」「書式例」でわかりやすい『担保書式便覧【不動産編】』

1 　社内ネットワーク用データ

2 　書籍版『5000講』は、2つの商品をご用意しています ！

本部、営業店、外出先、自宅etc.
場所・端末を選ばずにデジタルで
閲覧する体制を整備したい

・『金融機関の法務対策5000講』全5巻の
内容を、社内ネットワークに接続した各
種端末で検索・閲覧できます。
・パソコンでの利用では、ブラウザ
（Microsoft Internet Explorer等）の印
刷機能により、設問ごとにプリントアウ
トをすることができます。

※画像はイメージです。

　実際の仕様とは異なる可能性があります。

部署の書棚に揃えて、
じっくり読みたい

1

2

社内ネットワーク用データ
社内ネットワークに接続したPC、タブレット、スマートフォン

が必要です

全文検索機能で素早くアクセス！

設問・結論・解説であらゆる金融実務の指針を簡潔・明確に示します

債権法改正関係事項にハイライト！

実際の書式（PDF形式）
 を参照可能！

書籍版
＋

担保書式便覧【不動産編】

※画像はイメージです。

　実際の仕様とは異なる可能性があります。

Ⅳ－ 1　登記用委任状（登記義務者用）（注 1）

委 任 状

平成　　年　　月　　日

住　所 東京都○区○町一丁目 2番 3号
登記義務者 株 式 会 社 甲 野 銀 行
 代表取締役　甲 野 太 郎 　　　   ㊞

私は、　　　　　　　　　　　　　　　　（注 2）を代理人と定め、下記の事項に関する一切の権限を
委任します。

記

1．次の要項による登記申請に関すること（注 3）
 ⑴ 登記の目的：根抵当権一部移転（会社分割による根抵当権の一部移転）
 ⑵ 一部移転する登記：平成〇年〇月〇日東京法務局〇出張所受付第〇号
 ⑶ 物件：後記物件の表示記載のとおり
2．上記申請の登記識別情報の暗号化に関すること（注 4）
3 ．上記申請の登記完了証の受領に関すること（注 5）
4  ．上記申請に関する登記原因証明情報、資格証明情報その他の添付情報の原本還付手続に関する
こと（注 5）
5 ．上記申請の登録免許税還付金の代理受領に関すること（注 6）

以　上

（注 1）　登記義務者が作成する委任状の書式である。管轄登記所が複数となるケースにおいて、委
任状の原本還付を受けるときは、他の申請についても委任したことが明らかな内容とする必
要がある。

（注 2）　代理人の住所ならびに氏名または名称を記載する。
（注 3）　戸籍・住民票・登記事項証明書などの官公署発行の証明書を登記原因証明情報（不登法第

61条）として提供する場合、当該証明書には根抵当権や不動産の表示がないことから、委任
する登記手続を明確にするため、このように記載する。

（注 4）　登記識別情報の暗号化（電子申請においてオンラインで登記識別情報を提供すること）に
は特別の授権が必要であるため、このように記載する。

（注 5）　これらの事項には特別の授権を必要としないが、委任事項を明確にするため、このように
記載する。

（注 6）　登記申請の取下げ・却下・過誤納付に伴う還付金の代理受領については特別の授権が必要
であるため、このように記載する。

（注 7）　土地については所在・地番を記載することでも足りる。

物件の表示（注 7）

所　　在　東京都○区○町一丁目
地　　番　 1番 1
地　　目　宅地
地　　積　○○○.○○㎡

改正債権法に関
する記述はアミ
かけで一目瞭然
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・『金融機関の法務対策5000講』全5巻の
内容を、社内ネットワークに接続した各
種端末で検索・閲覧できます。
・パソコンでの利用では、ブラウザ
（Microsoft Internet Explorer等）の印
刷機能により、設問ごとにプリントアウ
トをすることができます。

※画像はイメージです。

　実際の仕様とは異なる可能性があります。

部署の書棚に揃えて、
じっくり読みたい

1

2

社内ネットワーク用データ
社内ネットワークに接続したPC、タブレット、スマートフォン

が必要です

全文検索機能で素早くアクセス！

設問・結論・解説であらゆる金融実務の指針を簡潔・明確に示します

債権法改正関係事項にハイライト！

実際の書式（PDF形式）
 を参照可能！

書籍版
＋

担保書式便覧【不動産編】

※画像はイメージです。

　実際の仕様とは異なる可能性があります。

Ⅳ－ 1　登記用委任状（登記義務者用）（注 1）

委 任 状

平成　　年　　月　　日

住　所 東京都○区○町一丁目 2番 3号
登記義務者 株 式 会 社 甲 野 銀 行
 代表取締役　甲 野 太 郎 　　　   ㊞

私は、　　　　　　　　　　　　　　　　（注 2）を代理人と定め、下記の事項に関する一切の権限を
委任します。

記

1．次の要項による登記申請に関すること（注 3）
 ⑴ 登記の目的：根抵当権一部移転（会社分割による根抵当権の一部移転）
 ⑵ 一部移転する登記：平成〇年〇月〇日東京法務局〇出張所受付第〇号
 ⑶ 物件：後記物件の表示記載のとおり
2．上記申請の登記識別情報の暗号化に関すること（注 4）
3 ．上記申請の登記完了証の受領に関すること（注 5）
4  ．上記申請に関する登記原因証明情報、資格証明情報その他の添付情報の原本還付手続に関する
こと（注 5）
5 ．上記申請の登録免許税還付金の代理受領に関すること（注 6）

以　上

（注 1）　登記義務者が作成する委任状の書式である。管轄登記所が複数となるケースにおいて、委
任状の原本還付を受けるときは、他の申請についても委任したことが明らかな内容とする必
要がある。

（注 2）　代理人の住所ならびに氏名または名称を記載する。
（注 3）　戸籍・住民票・登記事項証明書などの官公署発行の証明書を登記原因証明情報（不登法第

61条）として提供する場合、当該証明書には根抵当権や不動産の表示がないことから、委任
する登記手続を明確にするため、このように記載する。

（注 4）　登記識別情報の暗号化（電子申請においてオンラインで登記識別情報を提供すること）に
は特別の授権が必要であるため、このように記載する。

（注 5）　これらの事項には特別の授権を必要としないが、委任事項を明確にするため、このように
記載する。

（注 6）　登記申請の取下げ・却下・過誤納付に伴う還付金の代理受領については特別の授権が必要
であるため、このように記載する。

（注 7）　土地については所在・地番を記載することでも足りる。

物件の表示（注 7）

所　　在　東京都○区○町一丁目
地　　番　 1番 1
地　　目　宅地
地　　積　○○○.○○㎡

改正債権法に関
する記述はアミ
かけで一目瞭然


